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第１　外部監査の概要
1 　外部監査の種類
　地方自治法第252条の37第１項および京都府外部監査契約に基づく監査に関する条例の規定に基づく包括外部監査

2 　外部監査のテーマ
2.1　選定したテーマ
　公立大学法人化などの府大学改革の成果と課題について

2.2　テーマの選定理由
　大学を取り巻く環境は、グローバル化、高度情報化とともに少子高齢化社会の進行など大きく変化し、大学に対する
ニーズもますます多様化している。こうした環境の下、私立大学も含めた大学間競争が激化しており、平成16年度には
国立大学が一斉に法人化され、公立大学も法人化が進むなど、各大学とも、教育研究の活性化や管理運営の効率化、自
主性・自律性の確立など、抜本的な改革に取り組まれているところである。
　京都府においても、平成20年４月に京都府公立大学法人が発足され、京都府立医科大学（以下「府立医科大学」とい
う。）および京都府立大学（以下「府立大学」という。）の設置および管理を通して、京都府民に開かれた大学として透
明性の高い運営を行うとともに、京都府における知の拠点として、質の高い教育研究を実施することにより幅広い教養、
高度の専門的な知識および高い倫理観を備えた人材を育成し、ならびに大学や地域の多様な主体と協力・連携した研究
成果等の活用、附属病院における全人医療の提供等を通じて、京都府民の健康増進および福祉の向上、京都文化の発信
ならびに科学・産業の振興への貢献に取り組まれているところである。
　平成11年度および平成16年度の包括外部監査において、府立医科大学附属病院を対象に監査が実施されたところであ
るが、少子高齢化や長引く不況など厳しい社会情勢が続く今日、公立大学法人化後３年が経過したなかで、大学改革の
取組状況等について、府立の大学に求められるべき役割を果たしているかどうか、府民の福祉増進に向けて効果的かつ
効率的なものとなっているかといった観点から、改めて検証する必要があると考え、本テーマを選定した。

3 　外部監査の実施期間
　平成23年５月24日から平成24年３月12日まで
　なお、監査の対象期間は、原則として平成22年度とするが、必要に応じて過年度にも遡及するとともに、平成23年度
以降の予算等についても言及していることを申し添える。

4 　外部監査の方法
4.1　監査の要点（監査の着眼点）
　公立大学法人化後３年が経過したなかで、大学改革の取組状況はどうか。
　運営費交付金について、効率的・効果的な執行となっているか。特に、主要な施策や事業の執行状況、大学および病
院の経営状況、人件費の状況等について検証を行う。
　授業料等の収入に関する事務執行・管理が適正に行われているか。
　財産の取得、維持管理等について、効率的・効果的に行われているか。
　府民・地域社会との連携、産学公連携、医療連携等を通じた地域貢献は、効果的に行われているか。

4.2　監査の範囲
　今回の監査の対象は「京都府公立大学法人」である。京都府公立大学法人は、京都府の「財政的援助団体」及び「出
資団体」に該当するため、地方自治法第252条の37及び京都府外部監査契約に基づく監査に関する条例第２条の規定に
より包括外部監査の対象となる。その監査範囲は、①府が財政援助を与えているものの出納その他の事務の執行で当該
財政援助に係るもの（条例第２条第１項）、と②府が出資しているもので資本金の４分の１以上を出資している法人の
出納その他の事務で当該出資に係るもの（条例第２条第２項）とされている。換言すれば、京都府の財政的援助または
出資の範囲内に限定されている。
　さて、損益計算書の経常収益のなかで無視できないほどの存在感があるのが、受託研究等収益、寄附金収益、補助金
等収益、科学研究費補助金等間接経費収益（以下「受託研究等収益」という。）である。これらは、公立大学法人が、
法人外部の民間企業あるいは文部科学省等の省庁から受託され、あるいは共同で研究を行うことに伴って得られる収益
であり、合計すると実に2,091,176千円になる。経常収益全体に占める割合は6.3%と授業料収益を超える規模の収益
となっている。
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【図表4.2】受託研究等収益の金額
　

　この受託研究等収益を構成する「受託研究」「共同研究」「寄附研究」「科学研究費補助金」等の外部（国・民間）資
金にかかる部分（以下「受託研究等」という。）の監査については制度上、監査対象には該当しない。
　しかしながら、受託研究等のなかでも科学研究費補助金は、他の大学等において不正が頻発していることがたびたび
メディアで報じられているところである。文部科学省も公的研究費の管理・監査のガイドラインを定め、各大学におけ
る科学研究費補助金の内部監査体制の充実や、預け金やプール金の有無についての調査の実施などに取り組んでおり、
非常にリスクの高い領域である。
　また、後にも述べるが両大学においても外部からの研究資金の獲得を重要課題としており、受託研究等は公立大学法
人の教職員がその職務時間中に、公立大学法人の施設を利用して実施している活動である。言い換えれば、受託研究等
に関して京都府が運営費交付金の形で研究者の人件費を負担し、また京都府の負担において建設した施設を利用して行
われているものである。さらには研究者本人の人件費だけでなく、その管理に必要な職員の人件費や、プロジェクトの
管理に必要なシステムの保守・管理も突き詰めれば京都府民の負担において行われているものである。
　よって、京都府公立大学法人において、①受託研究等が規程に則って適正に執行されているか、②その執行状況を適
切にモニタリングする機能が果たされているか、について十分に監査され、透明性の高いものとされるよう要望してお
く。

4.3　主な監査手続
　①　関係書類の閲覧
　　　所管部署である文化環境部および公立大学法人等より各種関係書類や資料の提供を受けるとともに、これらの通
査・閲覧を通して公立大学法人の状況の理解を深めるとともに、問題点等の検出に努めた。

　②　関係者への質問
　　　関係書類の閲覧等を通じた理解のみでは不十分な点については、所管部署である文化環境部および公立大学法人
等の担当者に直接質問をし、回答を得るという形で監査を進めた。

　③　公立大学法人の各施設への現場視察
　　　現場視察は重要な監査手続きであるため、公立大学法人の主要な施設について実施し、その概要を把握するとと
もに、質問等により現場の状況の理解、問題点の検出等に努めた。

　④　上記手続きを通じて検出された問題点についての改善策等の検討
　　　監査の主目的が問題点の検出にあることは言うまでもなく、これは監査の批判的機能と説明されることが多い。
しかし、監査の機能はそれに留まるものではなく、検出された問題点をどのように改善するべきかについて提案・
提言等を行うことも重要な役割である。それは監査の指導的機能ともいわれるところであるが、こうした機能にも
留意しつつ、可能な限り改善策についての検討を加え、積極的に提案・提言につなげられるように努力した。

4.4　往査の実施状況
　4.3でも述べたとおり、外部監査の実施にあたっては所管部署である文化環境部および公立大学法人等へのヒアリン
グのみならず、公立大学法人の主要な施設に赴いて、施設及び業務の状況を把握するとともに可能な限り現場の声を徴
することに努めた。
　なお、往査の状況は以下のとおりである。
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【図表4.4】往査の状況
　

5 　包括外部監査人及び補助者の氏名・資格
5.1　包括外部監査人
　　　公認会計士・税理士　　　村　尾　愼　哉
5.2　外部監査補助者
　　　公認会計士・税理士　　　新　井　英　植
　　　公認会計士・税理士　　　谷　口　　　貢
　　　税理士　　　　　　　　　丹　野　　　亮
　　　公認会計士・税理士　　　日根野　　　健
　　　公認会計士・税理士　　　毛　利　隆　志
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（五十音順）

6 　利害関係
　京都府と包括外部監査人ならびに補助者との間には、地方自治法第252条の29の規定より記載すべき利害関係はない。

第２　監査対象の概要
1 　公立大学法人（京都府公立大学法人）
1.1　定義
　公立大学法人は、目標による管理と適正実績評価、業績主義に基づく人事管理と財務運営の弾力化、徹底した情報公
開等を制度の柱として制度化された地方独立行政法人法（以下「地方独法」という。）による地方独立行政法人のうち、
「大学の設置・管理」をおこなうものをいう。

【参考】地方独法第２条１項
この法律において「地方独立行政法人」とは、住民の生活、地域社会及び地域経済の安定等の公共上の見地からその地域に
おいて確実に実施されることが必要な事務及び事業であって、地方公共団体が自ら主体となって直接に実施する必要のない
もののうち、民間の主体にゆだねた場合には必ずしも実施されないおそれがあるものと地方公共団体が認めるものを効率的
かつ効果的に行わせることを目的として、この法律の定めるところにより地方公共団体が設立する法人をいう。

1.2　設立手続
　法人は、京都府が議会を経て定款を定め、総務・文化大臣が認可し設立する（第７条）。

【参考】地方独法第七条
地方公共団体は、地方独立行政法人を設立しようとするときは、その議会の議決を経て定款を定め、都道府県（都道府県の
加入する一部事務組合又は広域連合を含む。以下この条において同じ。）又は都道府県及び都道府県以外の地方公共団体が
設立しようとする場合にあっては総務大臣、その他の場合にあっては都道府県知事の認可を受けなければならない。

1.3　評価委員会
　京都府は、業務実績の評価を行う委員会を京都府の附属機関として設置しなければならない（地方独法第11条）。
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【参考】地方独法第11条
設立団体に、地方独立行政法人に関する事務を処理させるため、執行機関の附属機関として、地方独立行政法人評価委員会
（以下「評価委員会」という。）を置く。

　京都府公立大学法人評価委員会のメンバーは以下のとおりである。

【図表1.3】評価委員会委員
　

1.4　目標による管理と評価
　法人は、設定された中期目標に従い、中期計画を策定し、毎期それを評価することにより業務運営へ反映することが
義務付けられている。

【図表1.4】法人の業務運営
　

1.5　財務・会計
　法人の財務・会計は以下のとおり実施される。

【図表1.5】法人の財務会計
　

2 　京都府公立大学法人の概要
2.1　府立の大学改革の取組
　京都府の、京都府公立大学法人設立までの過程は、平成14年の「府立の大学あり方懇話会」の設置からはじまり、平
成15年の「21世紀の府立の大学検討会議」の設置などを経て、「京都府大学改革基本計画」にまとめられている。
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　京都府ホームページで開示された情報「大学改革に関する基本的な考え方」によると、公立大学法人制度の導入につ
いて、以下のように記載されている。

　これまで府立両大学は行政組織の一部として位置づけられてきており、予算や人事制度などに行政組織と同様の制約があ
りました。しかし、教育研究の充実を図っていくためには、大学自らがその運営に責任を持って、より意欲的に、柔軟に取
り組めるようにすることが必要です。またそのためにも、大学内部だけの発想で運営するのではなく、外部から大学運営の
詳細を知ることができ、幅広い意見を反映させることが重要です。
　これらを実現するため、次のような内容の「公立大学法人」としたいと考えています。
・行政組織から独立して大学運営の自由度や責任体制を確保
・出資、運営財源など、京都府に設立団体としての責任
・運営・財務の内容の詳細を公表、大学外部からの運営参加を確保

「京都府大学改革基本計画」においては、公立大学法人制度導入の要点として、
①責任ある執行体制
②透明・公開の大学運営
③自主・自律による経営戦略構築と展開
の３点を示し、「１法人２大学による組織・運営基盤の強化」をうたっている。
　また、公立大学法人制度導入の意義について以下のように記載している。

Ⅴ　運営基盤の強化
大学を取り巻く課題や環境変化に対応して、教育研究等の充実を図るためには、大学の自主的な考え方を尊重するとともに、
その成果に対する大学の責任を明確にすることにより、これまで以上に大学が意欲的に、また柔軟に教育研究を進めていく
ことができるよう、大学の組織・運営を見直すことが必要になっている。
また、大学を設置する京都府としても、中長期的な運営目標等に基づいて、教育研究の成果を的確に評価し、府民や学生の
視点で改善を図りながら、大学の教育研究の進展を支えていくことが重要となる。
このような自主性と責任、的確な評価に基づいて運営基盤の強化を図るため、公立大学法人制度を導入する。

2.2　公立大学法人の目的
　公立大学法人は、定款においてその目的を以下のように示している。

　この公立大学法人は、地方独立行政法人法（平成15年法律第118号。以下「法」という。）に基づき、京都府立医科大学及
び京都府立大学の設置及び管理をし、京都府民に開かれた大学として透明性の高い運営を行うとともに、両大学の教育研究
の特性への配慮の下で、百年を超える伝統及び実績の継承や相互の連携を図りながら、京都府における知の拠点として、質
の高い教育研究を実施することにより幅広い教養、高度の専門的な知識及び高い倫理観を備えた人材を育成し、並びに大学
や地域の多様な主体と協力・連携した研究成果等の活用、附属病院における全人医療の提供等を通じて、京都府民の健康増
進及び福祉の向上、京都文化の発信並びに科学・産業の振興に貢献し、もって地域社会はもとより、国内外の発展に寄与す
ることを目的とする。
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2.3　統治体制

【図表2.3】統治体制
　

2.4　役員

【図表2.4】役員
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2.5　経営審議会委員

【図表2.5】経営審議会委員
　

2.6　教職員数

【図表2.6】教職員数
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2.7　組織図

【図表2.7】組織図
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2.8　平成22年度（第３期）決算状況
　⑴　貸借対照表（要約）

【図表2.8-1】貸借対照表
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　⑵　損益計算書（要約）

【図表2.8-2】損益計算書
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2.9　京都府の財政と公立大学法人
2.9.1　京都府の財政に占める公立大学法人の割合

【図表2.9.1】京都府財政と法人への支援
　

2.9.2　運営費交付金について
　⑴　運営費交付金の予算の推移

【図表2.9.2-1】運営費交付金の予算の推移
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　⑵　運営費交付金の決算の推移

【図表2.9.2-2】運営費交付金の決算の推移
　　

　運営費交付金は、中期計画上、平成25年まで予定額が設定されており、そのうち「運営費」については、漸次、低減
するよう設定されている。また、これを受けて年度予算の運営費も平成20年度より平成23年度にかけて低減しており、
決算額はさらにそれを下回って達成されている。
　このように運営費交付金の運営費について考察してみると、効率化等にかかる法人の努力がうかがえ高く評価できる。

2.10　他大学との比較（科研費と外部資金）
　以下の情報は、「2012年版大学ランキング（週刊朝日）」からのものである。
　⑴　教員一人当たりの科研費
　　　教員一人当たりの科研費は、公立大学においては、府立医科大学が１位、府立大学が13位。全大学で見ても、府
立医科大学が12位、府立大学が60位で上位を占めている。

　⑵　教員一人当たりの外部資金
　　　教員一人当たりの外部資金受け入れは、府立医科大学が全国で13位である。

3 　京都府立医科大学の概要
　以下は、「京都府立医科大学概要」（平成23年度版）からの引用である。

3.1　大学の沿革
　明治５年11月　粟田口青蓮院内に仮療病院を設け、患者の治療を行うかたわら医学生を教育した。
　明治13年７月　現在地の上京区河原町通広小路上る梶井町に療病院を移転
　明治15年11月　文部省達第４号医学校通則に準拠し、甲種医学校と認定された。
　明治22年４月　本校の附属として産婆教習所を設置
　明治29年４月　附属看護婦教習所を設置
　明治36年６月　専門医学令による京都府立医学専門学校となる。
　大正10年10月　大学令による京都府立医科大学を設置し、同時に予科を開設
　大正11年７月　本大学附属病院の分院として京都市北区大将軍鷹司町に花園分院を開設
　昭和19年４月　専門学校令による女子専門部を大学に付置
　昭和19年４月　京都市伏見区村上町財団法人伏見病院を附属女子専門部の附属病院として寄附を受けた。
　昭和21年４月　厚生女学部を大学に付置
　昭和24年４月　保健婦助産婦看護婦法の制定に伴い、甲種看護婦学院を大学に付置
　昭和26年３月　予科を廃止
　昭和26年３月　附属女子専門部を廃止し、附属女子専門部の附属病院を大学の附属病院と改称
　昭和26年５月　附属乙種看護婦学院を大学に付置
　昭和27年２月　学校教育法による新制大学を設置
　昭和27年４月　附属甲種看護婦学院を附属看護婦学院に、附属乙種看護婦学院を附属准看護婦学院にそれぞれ改称
　昭和28年３月　保健婦助産婦看護婦法により附属厚生女学部を廃止
　昭和28年10月　附属伏見病院を附属病院の分院として附属病院伏見分院と改称
　昭和30年３月　学校教育法の改正により本大学に医学進学課程を設置し、校舎は元予科校舎を充当
　昭和32年３月　本大学に大学院（医学研究科）を設置
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　昭和32年３月　附属准看護婦学院を廃止
　昭和36年３月　旧制医科大学（大正７年勅令第388号大学令による。）を廃止
　昭和36年４月　外来診療棟第２期工事完成
　昭和38年９月　外来診療棟第３期工事完成
　昭和39年４月　附属看護婦学院を附属看護学院と改称
　昭和42年９月　附属病院花園分院を本院内に移転
　昭和46年６月　医療センターを設置
　昭和46年10月　臨床医学学舎完成
　昭和47年７月　花園学舎完成
　昭和47年11月　創立百周年記念式典挙行
　昭和48年10月　公衆衛生学教室を設置
　昭和48年11月　花園学舎体育館完成
　昭和50年４月　脳神経外科学教室を設置
　昭和51年６月　附属病院伏見分院の改築整備に伴い診療科の一部及び入院施設を休止
　昭和51年９月　附属看護学院を附属看護専門学校と改称
　昭和52年４月　附属病院伏見分院第１期工事完成
　昭和52年８月　附属看護専門学校校舎第１期工事完成
　昭和53年３月　附属看護専門学校寄宿舎完成
　昭和54年２月　京都府立医科大学整備構想決定
　昭和54年３月　附属看護専門学校校舎第２期工事完成
　昭和56年３月　立命館大学広小路学舎・体育館買収
　昭和57年３月　附属病院中央診療棟・Ａ病棟完成
　昭和57年11月　附属小児疾患研究施設（京都府こども病院）完成
　昭和58年４月　附属看護専門学校に助産学科を設置
　昭和60年４月　附属病院伏見分院を附属病院附属伏見診療所と改称
　昭和60年９月　附属病院病棟第１期（Ｃ病棟・Ｄ病棟）工事完成
　昭和62年１月　附属病院外来診療施設改修工事完成
　昭和62年４月　臨床検査医学教室を設置
　平成元年４月　附属看護専門学校創立百周年記念式典挙行
　平成元年８月　臨床講義棟・附属病院病棟第２期（Ｂ病棟）工事完成
　平成２年11月　附属脳・血管系老化研究センターを設置
　平成３年５月　病棟全面稼働
　平成３年７月　附属病院に老人性痴呆診断センター開設
　平成４年２月　附属図書館・合同講義棟完成
　平成４年11月　附属図書館・本学創立120周年記念式典挙行
　平成４年12月　附属小児疾患研究施設（京都府こども病院）開設10周年記念式典挙行
　平成５年３月　医療技術短期大学部校舎完成
　平成５年４月　医療技術短期大学部開学
　平成７年３月　附属病院屋上ヘリストップ完成
　平成８年４月　医療技術短期大学部に専攻科を設置
　平成８年４月　特定機能病院の承認
　平成８年６月　基礎医学学舎第１期工事完成
　平成９年３月　附属病院附属伏見診療所を廃止
　平成９年11月　創立百二十五周年記念式典挙行
　平成10年９月　附属病院駐車場整備
　平成11年３月　基礎医学学舎第２期（第１工区）工事完成
　平成11年４月　心臓血管外科学教室を設置
　平成11年９月　 第１外科教室、第２外科教室を消化器外科学教室、移植・呼吸器・内分泌外科教室に再編。診療ディ

ビジョン実施（外科）
　平成11年12月　診療ディビジョン実施（内科）
　平成12年４月　 移植・呼吸器・内分泌外科学教室、心臓血管外科学教室を移植・内分泌外科教室、心臓血管・呼吸器

外科学教室に再編
　平成13年３月　基礎医学学舎第２期（第２工区）工事完成
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　平成13年３月　附属脳・血管系老化研究センター開設10周年記念講演会開催
　平成13年11月　医療センター30周年記念式典開催
　平成13年11月　附属病院オーダリングシステム稼働（入院）
　平成14年１月　附属病院オーダリングシステム稼働（外来）
　平成14年３月　下鴨グラウンドを整備
　平成14年４月　医学部に看護学科を設置
　平成14年９月　附属病院に地域医療連携室開設
　平成15年３月　附属病院外来診療棟等整備構想を策定
　平成15年４月　大学院医学研究科を再編
　平成15年４月　医学科教室の一部を大講座化
　平成15年４月　分子医科学教室ゲノム医科学部門を設置
　平成15年４月　リエゾンオフィスを設置
　平成16年４月　附属病院に卒後臨床研修センターを設置
　平成17年３月　医療技術短期大学部を廃止
　平成17年11月　 内科学教室　内分泌・糖尿病・代謝内科学部門、膠原病・リウマチ・アレルギー内科学部門を内分泌

・免疫内科学部門に、循環器内科学部門、腎臓・高血圧内科学部門を循環器・腎臓内科学部門に、血
液内科学部門を血液・腫瘍内科学部門に再編

　平成18年３月　（財）日本医療機能評価機構による病院機能評価の認定取得
　平成18年８月　都道府県がん診療連携拠点病院に指定
　平成18年10月　附置研究センター（研究開発センター）を設置
　平成18年10月　附置研究センター（予防医学センター）を設置
　平成19年１月　附置研究センター（がん征圧センター）を設置
　平成19年４月　寄附講座（予防健康医学講座）を設置
　平成19年４月　大学院医学研究科修士課程及び大学院保健看護研究科修士課程を設置
　平成19年11月　創立百三十五周年記念式典挙行
　平成19年11月　寄附講座（鏡視外科光学講座）を設置
　平成20年１月　附属病院総合医療情報システム稼働
　平成20年１月　附置研究センター（再生医療・細胞治療研究センター）を設置
　平成20年４月　京都府公立大学法人設立
　平成20年４月　分子診断・治療センターの設置
　平成20年４月　 小児科学教室及び附属小児疾患研究施設内科部門を大講座制小児科学教室に再編し、循環器・腎臓小

児科学部門、血液・腫瘍・免疫小児科学部門、神経・内分泌代謝・新生児小児科学部門を設置
　平成20年５月　寄附講座（がん免疫細胞制御学講座）を設置
　平成20年７月　がんプロフェッショナル養成センターを設置
　平成20年７月　寄附講座（消化器先進医療開発講座）を設置
　平成20年８月　肝疾患診療連携拠点病院の指定
　平成20年８月　産学公連携戦略本部を設置
　平成20年９月　外来診療棟等（第１期）工事完成
　平成20年11月　疼痛緩和医療学講座を設置
　平成20年11月　外科学教室に小児外科学部門を設置
　平成21年４月　脂肪由来細胞再生医療室を設置
　平成21年４月　第一種感染症指定医療機関の指定
　平成21年10月　看護実践キャリア開発センターを設置
　平成22年４月　附属病院に臨床治験センターを設置
　平成22年４月　救急医療学教室を設置
　平成22年５月　組織バンクを設置
　平成22年５月　総合医療・医学教育学教室を設置
　平成22年７月　男女共同参画推進センターを設置
　平成22年10月　共同研究講座（生体免疫制御学講座）を設置
　平成22年12月　寄附講座（先進循環器病治療学講座）を設置
　平成22年12月　寄附講座（医療情報通信学講座）を設置
　平成22年12月　共同研究講座（生体食品機能学講座）を設置
　平成23年１月　総合医療・医学教育学講座を設置
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　平成23年１月　寄附講座（身体支持制御・骨代謝学講座）を設置
　平成23年３月　大学機関別認証評価の基準を達成
　平成23年４月　総合情報センターを設置
　平成23年４月　教養教育センターを設置
　平成23年４月　共同研究講座（分子脳病態解析学講座）を設置

3.2　概要
　⑴　名称
　　　京都府立医科大学
　⑵　設置目的及び使命
　　　本学は教育基本法により、学校教育法に定める大学として、医学及び看護学に関する知識及び技能を授け、有能
な医師、看護師、保健師及び助産師となるのに必要な教育を施すとともに、医学及び看護学の深奥を究めて、文化
の進展と人類の福祉とに寄与することをもって目的とする。

　⑶　施設及び所在地
　　　大学院（医学研究科）　京都市上京区河原町通広小路上る梶井町465番地
　　　医学部医学科　京都市上京区河原町通広小路上る梶井町465番地
　　　花園学舎　京都市北区大将軍西鷹司町13番地ノ２
　　　附属図書館・合同講義棟　京都市上京区清和院口寺町東入中御霊町410番地
　　　体育館施設　京都市上京区御車道清和院口上る東側梶井町448番地ノ１
　　　大学院（保健看護研究科）　京都市上京区清和院口寺町東入中御霊町410番地
　　　医学部看護学科　京都市上京区清和院口寺町東入中御霊町410番地
　⑷　附属施設
　　　附属図書館、附属病院、附属小児疾患研究施設（京都府こども病院）、附属脳・血管系老化研究センター及び医
療センター

　⑸　教職員
　　　1,366人（平成23年４月１日現在）
　⑹　施設概要

【図表3.2-1】施設の概要①
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【図表3.2-2】施設の概要②
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3.3　組織

【図表3.3-1】組織①
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【図表3.3-2】組織②
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3.4　職員構成

【図表3.4】職員構成
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3.5　学生

【図表3.5】学生数等
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3.6　入学考査料、入学金及び授業料

【図表3.6】授業料等
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3.7　附属図書館

【図表3.7】図書館の概要
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3.8　附属病院

【図表3.8-1】附属病院の概要①
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【図表3.8-2】附属病院の概要②
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3.9　医療センター

【図表3.9-1】医療センターの概要①
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【図表3.9-2】医療センターの概要②
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3.10　施設
　⑴　本校

【図表3.10-1】本校①
　　

【図表3.10-2】本校②
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　⑵　花園学舎

【図表3.10-3】花園校舎①
　　

【図表3.10-4】花園校舎②
　　

4 　京都府立大学の概要
　以下は、「京都府立大学概要」（平成23年度版）からの引用である。

4.1　京都府立大学の理念
　京都府立大学は、2008年（平成20年）４月、京都府公立大学法人としての再出発に際して、学問の府としての歴史的
・社会的使命を認識するとともに、京都府民に支えられる府民のための大学であることを自覚し、京都に根ざした魅力
的で個性ある京都府立大学の創造に向けて、新たな飛躍をめざす。
　①　京都府立大学は、京都府における知の拠点として、広く人文・社会・自然の諸分野にわたる真理を探究し、教育
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するとともに、その成果を健康と福祉の向上、産業の振興、文化の継承発展、国際社会の調和ある発展に活かすこ
とを目的とする。

　②　京都府立大学は、総合的な教養教育と体系的な専門教育によって、豊かな知性と教養、論理的思考力と高度な専
門能力を備え、社会への責任感を持ち、地域社会と国際社会の持続可能な発展に貢献できる人材を育成する。

　③　京都府立大学は、研究者の自由な発想と高い倫理性に基づく独創的な研究を展開し、日本及び世界の学界におい
て最高水準の研究を推進するとともに、京都府を中心とする自然・社会・歴史・文化・産業に関する地域研究を総
合的に展開する。

　④　京都府立大学は、府民の生涯学習を支援し、府民、ＮＰＯ、産業界、行政機関、大学等と協力・連携して地域調
査研究活動を進め、地域貢献活動を積極的に展開する。

　⑤　京都府立大学は、研究交流や留学生の受け入れ・派遣などの国際交流を活発に展開し、学術・文化の交流を通し
て、国際社会の相互理解に寄与する。

　⑥　京都府立大学は、学問の自由な発展をめざすため、構成員ひとりひとりの人権を尊重し、自律的・自発的な探究
を保障する。また、構成員には、大学自治の精神に基づいて、教育、研究、地域貢献及び大学運営への参加を求め
るとともに、公立大学の社会的使命を果たすため効率的な大学運営を行う。さらに、大学の活動全般について自主
的な点検と評価を行い、第三者による評価を受けて、それらの情報を公開することにより、府民に対する説明責任
を果たす。

4.2　沿革
　明治28.  4  .  1  　京都府簡易農学校を愛宕郡大宮村に設置
　明治29.  9  .18　葛野郡桂村へ移転
　明治31.  4  .  1  　京都府農学校と改称
　明治34.  9  .25　京都府立農学校と改称
　明治37.  4  .  1  　京都府立農林学校と改称
　大正  7  .  4  .　　愛宕郡下鴨村へ移転
　大正12.  4  .  1  　京都府立京都農林学校と改称
　昭和  2  .  4  .  1  　京都府立女子専門学校開校
　昭和  8  .  4  .　　右京区桂へ移転
　昭和19.  2  .22　高等農林学校への昇格の認可を受ける。
　昭和19.  4  .  1  　京都府立高等農林学校開校
　昭和19.  7  .  1  　京都府立農林専門学校と改称
　昭和24.  2  .　　 学校教育法に基づき、京都府立農林専門学校と京都府立女子専門学校を母体とした新制大学設置の認

可を受ける。
　昭和24.  4  .  1  　西京大学、文家政学部（右京区桂）及び農学部（左京区下鴨）の２学部をもって発足
　昭和26.  3  .31　京都府立農林専門学校を廃止
　　　　　　　　京都府立女子専門学校を廃止
　昭和26.  4  .  1  　西京大学女子短期大学部（右京区桂）を併設
　昭和34.  5  .  1  　創立10周年を記念して「京都府立大学」及び「京都府立大学女子短期大学部」と改称
　昭和37.  4  .18　下鴨の現在地に全学統合
　昭和45.  4  .  1  　文学部、家政学部及び大学院（農学研究科）発足
　昭和48.  4  .  1  　女子短期大学部生活経済科発足
　昭和52.  4  .  1  　家政学部を生活科学部に改称
　昭和58.  4  .  1  　大学院農学研究科博士課程（後期）発足
　昭和60.  4  .  1  　文学部史学科発足
　昭和61.  4  .  1  　大学院生活科学研究科発足
　平成  2  .  4  .  1  　大学院文学研究科発足
　　　　　　　　女子短期大学部被服科を生活文化科に改称
　平成  4  .  4  .  1  　大学院文学研究科に英語英米文学専攻及び史学専攻の修士課程発足
　平成  5  .  4  .  1  　女子短期大学部英語科発足
　平成  7  .12.　　開学100周年をむかえ「京都府立大学将来計画」を策定
　平成  9  .  4  .  1  　福祉社会学部、人間環境学部及び文学部国際文化学科発足
　　　　　　　　農学部農学科を生物生産科学科に、林学科を森林科学科に、農芸化学科を生物資源化学科に改称
　　　　　　　　大学院農学研究科生物生産環境学専攻及び生物機能学専攻発足
　平成10.  3  .31　女子短期大学部を廃止
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　平成13.  4  .  1  　 大学院文学研究科に英語英米文学専攻及び史学専攻の博士課程（後期）、国際文化専攻修士課程発足、
大学院福祉社会学研究科福祉社会学専攻修士課程発足

　　　　　　　　 大学院生活科学研究科を人間環境科学研究科に改称し、同研究科に環境情報学専攻を増設、食環境科
学専攻（食生活科学専攻を改称）及び生活環境科学専攻（住環境科学専攻を改称）の博士課程（後期）
発足

　平成14.  4  .  1  　大学院農学研究科を重点化（部局化）
　平成15.  4  .  1  　 大学院文学研究科国文学中国文学専攻、福祉社会学研究科福祉社会学専攻及び人間環境科学研究科環

境情報学専攻の博士課程（後期）発足
　平成16.  3  .31　生活科学部を廃止
　平成20.  4  .  1  　京都府立大学及び京都府立医科大学を設置・運営する京都府公立大学法人設立
　　　　　　　　 文学部日本・中国文学科、欧米言語文化学科、歴史学科、公共政策学部公共政策学科、福祉社会学科、

生命環境学部生命分子化学科、農学生命科学科、食保健学科、環境・情報科学科、環境デザイン学科、
森林科学科発足

　　　　　　　　 大学院公共政策学研究科公共政策学専攻、福祉社会学専攻、生命環境科学研究科応用生命科学専攻、
環境科学専攻発足

　　　　　　　　教養教育センター及び地域連携センターを設置
　平成21.  7  .  8  　京都政策研究センターを設置
　平成23.  4  .  1  　精華キャンパスを設置
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4.3　組織

【図表4.3】組織
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4.4　教職員数

【図表4.4】教職員数
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4.5　学生の状況

【図表4.5】学生数
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4.6　附属図書館

【図表4.6】附属図書館の概要
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4.7　予算の状況

【図表4.7】予算の状況
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4.8　施設

【図表4.8-1】施設の概要
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　⑴　下鴨キャンパス

【図表4.8-2】下鴨キャンパス①
　　

【図表4.8-3】下鴨キャンパス②
　　




